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後任採用に際して適法な手続を踏むことの要求
（補足説明）
1.はじめに

　この要求は、先に提出した「交渉要求の申し入れ」（5月28日付け、横浜市立大学改革推進本部最高経営責任者孫福弘氏および同推進本部事務局宛）における要求、すなわち、法人化に伴う労働条件などの変更については適法な手続に従いすみやかに教員組合と交渉に入るようにとの要求を補足説明し、最高経営責任者を含む大学改革推進本部事務局の公務員としての、そして法治国家の善良なる市民としての遵法を促すものである。

　法人化によって、適用される法律は労働基準法などの民間の使用者・労働者を律するものとなる。さらに、大学改革諸案で謳われている教員の任期制を導入する場合、労働基準法と大学の教員等の任期に関する法律の適用をうける。これらの法律は、以下に詳述するように、文部科学省への申請の手続上進められていると聞き及ぶ後任採用における諸手続に、そして法人に承継される現教員の労働条件などを規定する就業規則制定などの手続に、不可分一体のものとして適用される。

　ゆえに、後任採用の手続は、就業規則制定の手続を含む関連諸法規の適法な手続を踏まずには進めることはできない。その適法手続の一つとして教員組合との交渉をすみやかに始めることを再度要求するものである。

2.後任採用手続きにおける諸法規の適用

　この節では、後任採用手続きの時間的流れにそって、どのような法規の適用がなされているかを明らかにする。任期制を導入する場合にさらに必要となる諸手続についても触れる。

2-1.後任の募集

2-1-1.労働条件明示の必要性

　後任の募集を行う際には、募集要項に、業務内容、契約期間、労働時間、賃金などを誤解のないように明示しなければならない（職業安定法第5条第3項、第42条、同施行規則第4条の二）。

2-1-2.医学部教授公募要項の問題点

　5月21日付けで大学ホームページに公開された医学部教授の公募要項は、労働時間、賃金などには一切触れていない。また、採用（予定）時期、つまり、契約開始（予定）時期も示されていない。さらに、「また、本学では平成17年4月に大学改革・独立行政法人化を予定しております。従いまして、平成17年4月以降は採用の条件、処遇などが変更になる場合がございます」と但し書きをつけているが、法人移行期という諸事情を考慮しても、重要な労働条件が全く不明という募集の仕方は、職業安定法の精神からも違法の疑いを免れない。

　さらに、募集時に提示される労働条件と契約締結時に提示される労働条件が大きく異なることは、労働者側の交渉上の不利益是正を目的とする労働法の精神からも違法の疑いがある（『基本法コメンタール：労働基準法』1999、p.76）。

2-2.後任の内定

2-2-1.労働条件明示の必要性

　使用者は労働条件を明示しなければならない（労働基準法第15条第1項）。その明示の時期は労働契約締結時とされている。しかし、締結時とは形式的な契約書の調印時点ではなく、内定、つまり、大学として採用すると決定する時点と法的には解釈されている（東京大学労働法研究会編『注釈労働基準法上巻』有斐閣、2003年、p.280。就業開始以前の内定取り消しが無効されている多くの判例では内定時点で労働契約の締結が成立していると法的判断をしている）。当然、採用決定の前に候補者に労働条件を明示しなければならない。つまり、後任内定の前に、その候補者に対し、使用者は労働条件を明示する義務を負うといえる。

2-2-2.明示すべき労働条件とその明示の仕方

　使用者が後任内定前に候補者に明示しなければならない労働条件は、契約期間、業務内容、労働時間、賃金、退職、退職手当支給ルール、臨時に支払われる賃金、賞与、労働者負担の食費・作業用品、安全衛生、職業訓練、災害補償・傷病扶助、表彰・制裁、休職の諸事項にわたる。そして、契約期間から退職までの事項は必ず書面で明示しなければならない（労働基準法施行規則第5条）。他の事項についても、トラブル回避の観点より書面で明示すべきは言うまでもない。つまり、後任内定の前に、その候補者に対し、使用者は詳細な労働条件を書面で明示する必要があるのである。

2-3.任期制を導入する場合

　大学の教員に任期制を導入しようとする場合、労働基準法とその特別法である「大学の教員等の任期に関する法律」（以下「任期法」という）が適用となる。後任を任期制契約で採用しようとする場合、特別法である任期法の規定が優先適用される。

2-3-1.任期法に基づき採用する場合に必要な手続

　任期法に基づき教員を採用しようとする場合、あらかじめ、当該大学に係る教員の任期に関する規則を定めておかなければならない（任期法第5条第2項）。つまり、任期法に基づく採用募集開始前に大学の規則として任期に関して定めないで募集を開始すれば違法となる。さらに、公立大学法人で学長と理事長が分離している場合、この規則を定めるに際し、当該大学の学長の意見を聴かなければならない（任期法第5条第3項）。そして、この規則は公表されねばならない（任期法第5条第4項）。

　教員の任期に関する規則においては、任期の期間のみならず、任期制を適用する組織あるいは職を明示し、さらに、再任の可否、再任に関する事項（つまり、再任の条件）を定めなければならない（大学の教員等の任期に関する法律第三条第一項等の規定に基づく任期に関する規則に記載すべき事項及び同規則の公表の方法に関する省令（平成九年八月二十二日文部省令第三十三号）第1条）。

　

2-3-2.労働基準法第14条の有期契約の場合に必要な手続（参考）

　参考までに、労働基準法第14条の有期契約の場合に採用手続きとして必要なことを確認する。労働基準法第14条第2項に基づき、有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準（厚生労働省告示第357号）に契約締結時の明示事項が定められている。それによれば、使用者は、更新の有無と更新（非更新）の判断基準を明示しなければならない。労働基準法第15条の適用を考慮すると、使用者は任期制の重要事項である更新の有無及び更新の判断基準の関して詳細な（具体的な）事項を書面で明示する義務を負うと考えられる。

　このように、労働条件の明示は労働契約締結時（採用内定前）に、詳細かつ十分に行われなければならない。任期制（有期契約）の更新に関する詳細な条件もその中に当然含まれるのである。さらに、大学教員については、研究・教育への不当なあるいは恣意的な介入を防ぐため、任期に関する規則の事前制定、教員組織（学長）が関わる規則の制定・変更、規則の公開という強い要件が課されているのである。

2-4.必要となる手続のまとめと現状

　後任採用の手続において、募集・内定段階で使用者は任期制の詳細を含む労働条件を詳細かつ十分に明示されなければならない。さらに、任期制を導入するためには、募集以前に学内の任期に関する規則の制定・公表が不可欠である。

　しかしながら、現時点（2004年6月5日）において、大学改革推進本部及びその事務局は法人に承継される現教員に対する（導入が謳われている任期制の詳細を含む）労働条件あるいはその提案さえも一切明らかになっていない。また、病院教授以外は任期に関する学内規則は存在しない。このような状態で後任採用の適法な手続ができるのであろうか。

3.就業規則などの制定手続との関係

　後任採用手続き上明示すべき労働条件は個別労働契約の問題であり、就業規則、労使協定、労働協約などの集団的労働契約に示される労働条件とは無関係であるという考え方は誤りである。以下に示すように、個別労働契約の労働条件は集団的労働契約の労働条件によって制約、規定される。

3-1.就業規則による制約、規定

　公立大学法人の理事長は使用者として就業規則を作成し、行政官庁（労働基準署）へ届け出なければならない。（労働基準法第89条）そして就業規則に定めなければならない事項は、労働時間、賃金、退職、退職手当支給ルール、臨時に支払われる賃金、賞与、労働者負担の食費・作業用品、安全衛生、職業訓練、災害補償・傷病扶助、表彰・制裁の諸事項であり（同法同条）、これら事項は労働契約締結に際し明示しなければならない事項の多くと同じである。さらに、就業規則の作成にあたっては、労働者の過半数を代表する者（あるいは過半数で組織する労働組合）の意見を聴かなければならない（労働基準法第90条）。この就業規則の効力は個別労働契約を制約する。「就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分については無効とする。この場合において無効となった部分は、就業規則に定める基準による」（労働基準法第93条）。

　つまり、後任採用手続き上明示すべき労働条件は、使用者が就業規則も定めず勝手に提示できるものではなく、法人に承継される教員（過半数労働者代表）の意見を聴いたうえ作成された就業規則の内容でなければならないのである。なお、後任として採用する労働者に別個の就業規則を適用する場合にも、別個の就業規則も本則と一体のものと見なされ、作成、届け出なければならない（東京大学労働法研究会編『注釈労働基準法下巻』有斐閣、2003年、pp.1003-1004）。

3-2.労働協約による制約、規定

　公立大学法人の使用者と労働組合が（労働組合法第14条の）労働協約を締結した場合、就業規則は労働協約に反することができない。（労働基準法第92条）就業規則の労働条件が労働協約のそれを下回る場合には、労働協約の規定が有効になる。

　つまり、後任採用手続き上明示すべき労働条件は、すでに作成された就業規則と労働協約のうちの労働者側に有利な内容となるのである。ゆえに、労働協約がどのような内容で締結されるかわからない状態で後任採用手続き上明示すべき労働条件を提示することは手続上不可能である。

　

3-3.労使協定による制約、規定

　公立大学法人の使用者は、労働基準法に定める規定を越えて労働時間延長あるいは休日労働をさせるためには、労働者の過半数を代表する者（あるいは過半数で組織する労働組合）と書面による協定（いわゆる36協定）を結び、行政官庁（労働基準署）に届けなければならない（労働基準法第36条）。労働基準法が定める労働時間、休日は定型的なものであり、多くの事業所ではこの協定を結ばないと業務に支障が生じる。言うまでもなく、労働時間延長や休日労働は労働契約締結時に明示すべき労働条件の一部である。

　つまり、後任採用手続き上明示すべき労働条件のうち、労働時間延長や休日労働については36協定が結ばれて初めて確定するのであって、協定が結ばれない前に労働条件として提示することは手続上不可能である。

3-4.集団的労働契約に関し必要となる手続と現状

　後任採用手続き上明示すべき労働条件は、就業規則の作成、届出、労働協約の締結、36協定の締結を経て初めて確定できるものである。これら集団的労働契約の締結後でなければ、後任採用の募集、内定へ進むことは手続的に不可能となる。

　しかしながら、現時点（2004年6月5日）において、大学事務局、大学改革推進本部及びその事務局は法人に承継される現教員によって組織される教員組合からの呼びかけにも関わらず、就業規則、労働協約、36協定などの集団的労働契約の交渉に入らないだけでなく、誠実な回答・返事をすみやかに行うことを怠ってきている。このような状態で後任採用の適法な手続ができるのであろうか。

4.最後に

　以上見てきたように、後任採用手続きを適法に進めていくためには、公立大学法人横浜市立大学の使用者の立場になる者は、すみやかに、過半数労働者代表（あるいは過半数組合）との就業規則、労働協約、36協定などの交渉に入り、明示すべき労働条件を確定する作業に入らなければならない。教員組合は再度この点を要求する。

2004年６月11日　　　横浜市立大学教員組合
